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　　日本農業の自立・再生　（農業シンポジウムから）

1． 経済特区による儲かる農業へ

新たな農村モデルを構築するためには、これまでの農家だけの取り組みではなく、他産業、企業、会社との協力や農外からの参入を促す政策を推進すべきである。そのためには農地法の適用除外し、農地の所有も含めて誰にでも農地利用の権利を認め、長期に農業生産に取り組める体制を作る必要がある。ただし農地を農地として利用しない場合には重いペナルテイ（罰金、重課税等）を課す。高齢で新たに投資できない方が農地を手放す場合は、逆に何らかのインセンテイブ（相続税なし等）を与える。土地を手放すようなインセンテイブがあれば、ヤル気のある若手農業者の規模の拡大、効率化につながる。フランスのように公社が土地の先買い権を持ち、退出する農家の土地を公社が購入して若手農業者に配分すれば規模の拡大を行える。このような取り組みのために経済特区を導入し、効率的な儲かる農業を行う。また農村と都市地域を一体化してゾーニング（Zoning ）規制を課し、工業地域、商業地域、住宅地域、農業地域を明確にした都市作りを行うべきである。 
２　　ＴＰＰ参加による繁栄

規制で保護されている業界は、衰退の一途をたどっているが、ボーダーレス（Borderless ）な業界は国際舞台で戦っており、繁栄している。諸々の規制にもかかわらず日本のコメ、野菜、果物は高品質でベンツである。インドの３０万円の車が輸入されても、１０００万円のベンツは全く脅威を感じない。品質を無視して単に低価格だけでは競争できない。グローバル化しかつ人口減少化の現在、日本の農業は輸出しか生き残る道はない。日本は輸出振興で行くべきだ。そのためには、相手国の関税もゼロが望ましいのは当然である。日本はいち早く、ＴＰＰに参加してルール作りに参画し、日本に有利な、国益にかなうルールを作るべきである。
3． 　日本農業の自立・再生

東日本大震災からの復興モデルを全国に展開するために、大胆な政策展開をはかるべきである。それはとりもなおさず、グローバル化対応の農政に舵を切ることである。全国一律の農政ではなく、総量としての農地は守りつつ、農業の展開は地域の取り組みに委ね、優れた取り組みには国が大きな援助を与える仕組みに転換すること。日本の農地は４６０万ha しかないのでありこれを有効に活用するため、転用期待で農地を所有する行為を税制で排除し農業に長けた人が農業を担えるようにすべきである。
日本の農業は、３つのタイプに分けて政策を推進していく必要がある。一つは、食料基地としての農業で大規模化、効率化により日本の食糧コメを生産する基地（１５０万ha）、二つめがオランダ型の付加価値の高い野菜、果樹、一部の畜産等、三つめが中山間地、農業の多面的機能を活かす農業で、このうち一つめの食料基地としての農業強化が一番重要である。１００年前に、柳田國男氏は規模の拡大を行い、中農（２ha ）を養成すべきで、農業の効率化、競争力の強化による収益性の向上こそが生き残りの道と喝破した。
